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事業報告（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

１ 前澤化成工業グループの現況に関する事項
(1) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

当社グループは、当社と連結子会社１社により構成されており、上水道・下水道関連製品および各
種プラスチック製品の製造および販売と、水処理関連施設の設計、施工および維持管理などを行って
おります。

主要な事業内容は、次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

① 管工機材分野
主に当社が製造および販売を行っております。
(ｱ)上水道関連

水道用硬質塩化ビニル管・継手、量水器ボックス、水栓柱、水道用樹脂製バルブ
(ｲ)下水道関連

下水道用硬質塩化ビニル管・継手、排水ヘッダー、塩ビ製インバートマス、塩ビ製小型マンホール、
基礎貫通スリーブ、単管式排水システム
(ｳ)その他

グリーストラップ、プラント用樹脂製バルブ、水栓パン

② 水処理分野
主に当社が設計、施工および維持管理を行っております。
・水処理関連

大型合併処理浄化槽、産業排水処理施設

③ 各種プラスチック成形分野
主に連結子会社である株式会社新潟成型が、受注生産および販売を行っております。
・各種プラスチック成形品

住宅設備製品部材、各種プラスチック製品部材
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(2) 主要な営業所および工場（2021年３月31日現在）
① 当社

 本社（東京都中央区）
 北日本支店（仙台市）

北海道営業所（札幌市）
盛岡営業所（盛岡市）
仙台営業所（仙台市）

 北関東支店（さいたま市）
埼玉営業所（さいたま市）
北関東営業所（前橋市）
新潟営業所（新潟市）

 東京支店（東京都江東区）
東京営業所（東京都江東区）
千葉営業所（千葉市）
南関東営業所（町田市）
静岡営業所（静岡市）

 中部支店（名古屋市）
名古屋営業所（名古屋市）
北陸営業所（金沢市）

 関西支店（大阪市）
大阪営業所（大阪市）
神戸営業所（神戸市）

 中国支店（広島市）
広島営業所（広島市）
四国営業所（高松市）

 九州支店（福岡市）
福岡営業所（福岡市）

 熊谷工場
第一工場（熊谷市）
第二工場（熊谷市）

② 子会社　株式会社新潟成型
 本社（新潟県燕市）

新潟営業所（新潟県燕市）
さいたま事務所（さいたま市）
新潟工場（新潟県燕市）
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＜ご参考：主要拠点＞
❶ 本　社
❷ 北日本支店
❸ 北関東支店
❹ 東京支店
❺ 中部支店
❻ 関西支店
❼ 中国支店
❽ 九州支店
❾ 熊谷工場
� 株式会社新潟成型
　 各営業所

本社

第一工場 第二工場
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(3) 従業員の状況（2021年３月31日現在）
① 当社グループ

区分 従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
男性 473名 △10名 43.31歳 18.36年
女性 114名 ＋２名 38.00歳 13.62年

合計または平均 587名 △８名 42.28歳 17.44年
(注) 上記従業員数には、準社員・パートタイマー（21名）および嘱託社員（36名）は含まれておりません。

② 当社
区分 従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
男性 422名 △６名 43.21歳 18.31年
女性 94名 ＋３名 36.27歳 11.63年

合計または平均 516名 △３名 41.94歳 17.09年
(注) 上記従業員数には、準社員・パートタイマー（21名）および嘱託社員（32名）は含まれておりません。

(4) 主要な借入先（2021年３月31日現在）
① 当社

該当する事項はありません。

② 子会社　株式会社新潟成型
借入先 借入額

株式会社りそな銀行 200百万円
株式会社第四北越銀行 150百万円
株式会社みずほ銀行 80百万円

－ 4 －

前澤化成工業グループの現況に関する事項



2021/05/17 16:42:39 / 20702196_前澤化成工業株式会社_招集通知（Ｃ）

(5) 財産および損益の状況の推移（2021年３月31日現在）
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1株当たり当期純利益/ROE  （単位：円／％）

2,428.45
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第64期
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第65期
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第67期
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1株当たり純資産  （単位：円）
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132.89 126.20
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191.39
中間配当金 株価 当社TSR 化学TSR TOPIX期末配当金

配当金／株価／当社TSR／化学TSR／TOPIXの推移 （単位：円／％）

第63期
（2017年3月期）
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（2018年3月期）
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（2019年3月期）
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74.1

336.7

99.0
75.1 69.2

第63期
（2017年3月期）

第64期
（2018年3月期）

第65期
（2019年3月期）

第66期
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第67期
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（予定）

1.2 1.2 1.3 1.4 1.4

株主還元率／DOEの推移 （単位：％）
　　DOE

(注) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を2019年３月期の期首から適用
しており、2018年３月期の総資産およびROAについては、当該会計基準を遡って適用した後の数値となっております。
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２ 株式に関する事項 （2021年３月31日現在）

(1)発行可能株式総数………… 36,000,000株
(2)発行済株式の総数………… 15,732,000株

(うち自己株式795,969株)
(3)株主数…………………………… 20,535名
(4)大株主

個人・その他
31.6%

金融機関
27.1%

証券会社
2.2%

国内法人
22.1%

外国法人等
12.0%

自己株式
5.1%

＜ご参考＞
所有者別
株　　式
分布状況

株主名 持株数(千株) 持株比率(%)
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,055 7.07
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 880 5.90
前澤工業株式会社 879 5.89
前澤給装工業株式会社 842 5.64
前澤化成工業従業員持株会 411 2.76
公益財団法人前澤育英財団 360 2.41
株式会社りそな銀行 291 1.95
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５１０３ 232 1.56
ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー ジャスデック アカウント 221 1.48
太陽生命保険株式会社 216 1.45
(注) 自己株式795千株は上記大株主に含めておらず、持株比率は、自己株式数を控除して計算しております。

(5)当事業年度に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況
区分 株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） －株 －名
(注) 当社の株式報酬の内容については「会社役員に関する事項 （６）取締役および監査役の報酬等の額」に記載のとおりで

あります。なお、社外取締役および監査役は、株式報酬の対象外であります。

－ 6 －
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＜ご参考＞政策保有株式
① 政策保有株式の保有方針

当社は、個別の保有銘柄について、事業年度ごとに株主資本コストおよび中期経営計画の目
標ROEを基準としてその保有に伴う便益やリスクを精査しております。効果が乏しいと判断
された銘柄については、売却することによる経済損失や、発行会社との保有目的および期待す
る便益に関する対話の結果を考慮して、保有の適否について検証しております。

金融機関
10.5%

国内法人
32.6%その他

56.9%

＜ご参考＞
分類別分布状況

総額
3,879百万円

② 議決権行使基準
政策保有株式の議決権行使については、保有目的

に関係する部署以外の独立した部署が独自に議決権
の行使を行う体制とし、以下の基準により、必要に
応じて議案の内容等について発行会社と対話を行
い、議決権を行使しております。

(ｱ) 議決権行使に係る株主総会の対象となる事業年度のROEが、会社の株主資本コストまたは
中期経営計画の目標ROEを上回る場合
…　会社提案議案に原則として賛成票を投じます。

(ｲ) ROEが３期連続で０％未満となった場合
…　３年以上在任している取締役の選任議案に反対票を投じる可能性があります。

(ｳ) 議案が会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上につながらないと判断した場合
…　反対票を投じる可能性があります。

③ 政策保有目的
株価値上がりによる利益確保を主たる目的として保有している株式ではないため、政策保有

株式として区分しております。
(ｱ) 金融機関・国内法人（下記(ｲ)を除く。）… 23銘柄

永きにわたり安定して保有している株式が大半であり、現時点で値上がりによる利益を積
極的に期待して保有している株式ではありませんが、当社基準に照らして、その保有に伴う
便益やリスクを精査した結果、売却すべきとの判断に至らなかったため保有を継続しており
ます。
(ｲ) その他 … ２銘柄

創業者を同一とする歴史的背景により、創業間もない頃から保有している株式であり、保
有に伴う便益やリスクにかかわらず原則として保有を継続してまいります。

－ 7 －
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３ 会社の新株予約権等に関する事項（2021年３月31日現在）

該当する事項はありません。

－ 8 －
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４ 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

ＥＹ新日本有限責任監査法人（継続監査期間：31年間）
(注) 「継続監査期間」は、本定時株主総会終結時点における期間を記載しております。また、期間中に会計監査人の変更があり

ましたが、実質的に同一の会計監査人が監査業務を継続して執行していると考えられるため、変更前の会計監査人による監
査期間を通算して記載しております。

(2) 会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の額 41百万円
② 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 41百万円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し

ておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。
③ 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由

監査役会は、公益社団法人日本監査役協会「会計監査人との連携に関する実務指針」により、取締役、
社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえで、会計監査人の監査計画の
内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについ
て適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、以下の内容を会計監査人の解任または不再任の決定の方針として決定しております。

① 解任
(ｱ)監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められるなど、計算

書類などの監査に重大な支障が生じる事態となることが予想される場合には、株主総会に提出する会
計監査人の解任に関する議案の内容を決定いたします。

(ｲ)監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ、速やかに解
任する必要があると判断した場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任する。この場
合、監査役会の選定した監査役が、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨および解任の理由を報告いたします。

② 不再任
監査役会は、会計監査人の監査の方法および結果、会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを

確保するための体制などに関し、一般に妥当と認められる基準は確保していると認められるものの、当社
の会計監査人としてより高い監査受嘱能力などを有する会計監査人に変更することが合理的であると判
断した場合、株主総会に提出する会計監査人の不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 9 －
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５ 会社の体制および方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、2006年５月10日開催の取締役会において、効率的で適法な企業体制（マネジメントシス
テム）を作ることを目的として、以下を内容とする内部統制システムの基本方針について決議いたし
ました。その後も、環境変化を反映した見直しを適宜行っており、現在の内容は2021年４月30日開
催の取締役会において決議したものであります。

① 当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
(ｱ) 当社グループは、行動規範およびコンプライアンス規程を定め、グループコンプライアンス・ハン

ドブックを作成・唱和し、法令遵守および社会倫理の遵守を周知徹底する。
(ｲ) 当社グループは、コンプライアンス体制の整備および問題点の把握に努める。
(ｳ) 当社は、内部通報に関するホットライン運用規程を定め、当社グループの役職員および取引先が利

用可能な会社から独立した社外通報窓口を設置する。
(ｴ) 当社グループは、業務の適正を確保するための体制の整備および運用を行うことなどを目的として、

次の活動を定期的に行う内部統制委員会を設置する。
ⅰ　役職員に対する法令遵守意識の普及、指導および教育
ⅱ　役職員に対するホットラインの存在および利用方法の周知
ⅲ　法令違反行為などの通報状況に係る報告の受領
ⅳ　法令違反行為などの通報に関する調査、措置等および処分に係る報告の受領
(ｵ) 当社グループの役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに内部統制委員会に

報告する体制を構築する。
(ｶ) 業務活動の適正性を監査する目的で、社長直轄の内部監査部門を設置し、当社グループに対する監

査を行う。
(ｷ) 子会社の管轄部門、子会社管理に関する責任と権限、管理の方法などを社内規程などにより定める。
(ｸ) 子会社経営の推進を図り、適正な業務遂行を確認するため、子会社の取締役のうち１名以上は当社

の取締役が兼務する。当該取締役が常勤でない場合は、当社の執行役員または使用人が子会社の常
勤の取締役として出向する。

(ｹ) 監査役は、子会社の監査役と定期的な会合を持ち、連携を図るものとする。
(ｺ) 財務報告を統括する部門は、子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育を推進する。
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② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
(ｱ) 職務の執行に係る文書その他の情報（以下「職務執行情報」という。）を、適切に保存および管理

し、必要に応じてその体制の検証などを行う。
(ｲ) 取締役および監査役は、文書化または電磁的媒体化した職務執行情報を常時閲覧できる。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ｱ) 当社グループのリスク管理規程により、リスク分類ごとに責任部署を定め、内部統制委員会がグル

ープ全体のリスクを網羅的、総括的に管理する。新たに発生が想定されるリスクについては、内部
統制委員会で審議し速やかに対処する。

(ｲ) 当社グループの役職員は、リスクに関する情報を入手したときは、情報の内容およびリスクの根拠
を正確かつ迅速に、内部統制委員会に報告する。

(ｳ) 当社の内部統制委員会は、責任部署のリスク管理への取組みについて、指導・教育し、リスク管理
に関し問題があると認めた場合は、責任部署に対し、改善策の策定を指示するとともに、策定され
た改善策を審議し、適切な管理方法を決定し、取締役会に報告する。

(ｴ) 当社は、不測の事態や危機の発生時に事業の継続を図るため、経営危機対応規程を定めているほか、
コンティンジェンシー・プランである「事業継続計画（BCP）」を策定し、当社の役職員に周知す
る。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化する

ため、事業年度ごとのグループ全体の重点経営目標を定める。
(ｲ) 当社グループの定性的、定量的目標を、年間計画として設定し、これに基づく業績管理を行い、業

務効率の最大化にあたっては、客観的で合理性のある経営管理指標などを用い、統一的な進度管理・
評価を行う。

(ｳ) 当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他の組織に関す
る規程などを定め、子会社には、これに準拠した体制を構築させる。

⑤ 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制
(ｱ) 当社が定める関係会社管理規程に基づき、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報につい

て、当社への定期的な報告を受ける。
(ｲ) 子会社に重要な事象が発生した場合は、子会社取締役を兼務する当社取締役が、当社の取締役会に

報告する。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の当該使用人に対
する指示の実効性に関する事項

(ｱ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役の職務を補助する
監査役スタッフなど、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。

(ｲ) 監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、評価、懲戒処分などについては、監査役会の同意を
必要とする。

(ｳ) 監査役の職務を補助すべき使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令に
従わなければならない。

⑦ 当社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制および当社子会社の取締役、監
査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

(ｱ) 当社グループの役職員は、当社の監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたとき
は、速やかに適切な報告を行う。

(ｲ) 当社グループの役職員は、法令違反行為など、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
実については、当社監査役に対して報告を行う。

(ｳ) 当社の監査役が出席する内部統制委員会において、当社グループにおけるコンプライアンス、リス
ク管理および内部通報状況などの現状を報告する。

⑧ ⑦の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

(ｱ) 当社グループは、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、報告をしたことを理
由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

(ｲ) 当社グループのホットライン運用規程において、当該通報をしたことを理由とする解雇その他の不
利益取扱いを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

(ｱ) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払いなど
の請求をしたときは、総務部において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の
職務の執行に必要でないと証明できた場合を除き、当該費用または債務を処理することを拒むこと
ができない。
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(ｲ) 監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士など）を監査役のために設置することを求め
たときは、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと証明できた場合を除き、その費用を負
担することを拒むことができない。

(ｳ) 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用などの支払いに充てるため、毎年一定額の予算を
設ける。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 取締役は、監査役が社内で行われる重要な会議への出席が可能となるよう配慮し、議事録を提出す

るなど、監査役の職務執行に必要な協力を行う。
(ｲ) 取締役および監査役は、定期・不定期を問わず、当社グループが対処すべき課題、コンプライアン

スおよびリスク管理への取組み状況その他の経営上の課題、監査上の重要課題、監査環境の整備な
どについての情報交換を行い、取締役・監査役間の意思疎通を図る。

(ｳ) 内部監査室、監査役および会計監査人の三者は、相互に情報交換や意見交換を行って連携を密にし、
監査の実効性と効率性を高める。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向

け「財務報告に係る内部統制の構築及び評価に関する基本方針」に従い、内部統制システムの整備および
運営を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
｢企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針（2007年6月19日付犯罪対策閣僚会議幹事会申

合せ）」などにより、当社グループは、コンプライアンス規程において反社会的勢力との関係遮断を定め
ており、不当要求防止責任者を選定し、顧問弁護士および所轄警察などと連携して情報の共有化を図る。
また、反社会的勢力排除に関する覚書の締結を進めるなど、反社会的勢力の排除に努める。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであ

ります。
当社は、行動規範およびコンプライアンス規程を定め、グループコンプライアンス・ハンドブック

を作成・唱和し、コンプライアンス勉強会を各拠点で開催するなどして、法令遵守および社会倫理の
遵守を周知徹底しているほか、ホットライン運用規程を定め、内部通報制度の効果的な運用に取り組
んでおります。当事業年度におきましては、通報窓口を会社から独立した社外窓口のみに変更したほ
か、内部統制委員会を年５回開催し、コンプライアンス、内部統制およびリスク管理に関する問題へ
の意識向上、周知、把握、検討を行っております。

取締役会は、各議案についての審議、業務執行の状況などに関する監督の充実を図るため、議案と
関連資料の事前配布を徹底し、月１回以上開催いたしました。中期経営計画を具体化するため、事業
年度ごとにグループ全体の重点経営目標を定めるなどして、適正かつ効率的な職務執行を図っており
ます。

また、不測の事態や危機の発生に対応するため経営危機対応規程を定めているほか、コンティンジ
ェンシー・プランである「事業継続計画（BCP）」を策定し、当事業年度においても大規模地震を想
定した訓練を行っております。

子会社の経営管理については、関係会社管理規程に基づき、営業成績、財務状況その他の重要な情
報について報告を受けているほか、子会社取締役を兼務する当社取締役による監督および報告が行わ
れております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、企業価値を向上させることが、結果として買収防衛にもつながるという基本的な考え方の

もと、中長期的な企業価値の向上に注力しており、買収防衛策を導入しない体制としております。

以上
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連結計算書類
連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位　百万円)

項目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,387 6,363 26,854 △1,045 35,559
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △522 △522
親会社株主に帰属する当期
純利益 755 755
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 △0 0 0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 232 △0 232
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,387 6,363 27,087 △1,045 35,792

項目
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,111 △304 807 36,367
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △522
親会社株主に帰属する当期
純利益 755
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額） 689 71 760 760

当連結会計年度変動額合計 689 71 760 993
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,800 △232 1,568 37,360

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

連結会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社新潟成型

２. 持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数　　　　　　なし

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ　満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
ロ　その他有価証券

Ａ　時価のあるもの　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し､時価と比較する取得原価は移動平均法により算定）

Ｂ　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ　商品、製品、原材料、仕掛品　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り
下げの方法により算定）

ロ　貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切り下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を
採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物　　　３～50年
・機械及び装置　　　　８～17年
・工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　　ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。
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（３） 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当
連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。

④　固定資産撤去費用引当金　　　　翌連結会計年度以降に実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、その
撤去費用の見積額を計上しております。

⑤　役員株式給付引当金　　　　　　株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付に充てるため、当連結会
計年度における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（４） 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（５） 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適
用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事
の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

（６） 消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

Ⅲ．表示方法の変更
　(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度
から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記
　(一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における収益認識)

１.当連結会計年度計上額

金額（百万円）

売上高 585

－ 17 －
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２.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　水処理分野における一定の要件を満たす特定の工事請負契約については、当該工事請負契約の当連結会計年
度末時点の進捗度に応じて収益を計上しています。進捗度は、当連結会計年度までの発生費用を工事完了まで
の総原価見積額と比較することにより測定しております。
　総原価見積額は、工事に対する専門的な知識と施工経験を有する工事現場責任者により、一定の仮定と判断
に基づいて策定され、承認手続を経たうえで決定しております。
　工事請負契約は、契約仕様や作業内容が顧客の要求に基づき定められており契約内容の個別性が強く、また
比較的長期にわたる契約が多いという特徴があります。そのため、作業工程の遅れ等による当初見積りに対す
る原価の増加や、建設資材単価や労務単価等による原価の変動など、工事の進行途中の環境の変化によって、
進捗度の測定の基礎となる総原価見積額が変動し、結果として収益が変動することがあります。

Ⅴ．追加情報に関する注記
　(業績連動型株式報酬制度)

　当社は、2017年6月27日開催の第63回定時株主総会決議に基づき、取締役(社外取締役を除く。)を対象と
する業績連動型株式報酬制度を導入しております。
　本制度は、当社の業績及び株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメ
リットを享受するのみならず株価下落リスクをも負担し、株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有
することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。
①取引の概要
　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する株式交付信託が当社株式を取得し、業績達成度等一定
の基準に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する一定数の当社株式が本信託を通じて各取締
役に対して交付されるという業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、
原則として取締役退任時となります。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は前連結会計年度144百万円、117,400株、
当連結会計年度144百万円、117,400株であります。

　(新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて)
　新型コロナウイルス感染症の収束時期が見通せず、経済への長期的な影響が懸念される中、引き続き厳しい
経営環境が続くものと想定されますが、ワクチン接種の進行とともに新型コロナウイルス感染症の影響は徐々
に和らいでいくものと考えております。当社の取り扱う製品は、主に住宅の水回りに関連した上水道・下水道
の整備に用いられることから、業績は新設住宅着工戸数の動向による影響を大きく受けますが、足元では持ち
直しの動きが見られ、来期は緩やかな回復基調で推移すると仮定を置いて会計上の見積りを実施しております。
　なお、当該見積りは現時点の最善の見積りであるものの、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、新型コロ
ナウイルス感染症の収束時期及び経済活動への影響が変化した場合には、当社グループの財政状態及び経営成
績に少なからず影響を及ぼす可能性があります。

Ⅵ．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 36,037百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

－ 18 －
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Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式 15,732,000 － － 15,732,000

２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年６月23日
定時株主総会 普通株式 298百万円 20円00銭 2020年３月31日 2020年６月24日

2020年10月30日
取締役会 普通株式 224百万円 15円00銭 2020年９月30日 2020年12月７日

３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年６月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 298百万円 20円00銭 2021年３月31日 2021年６月23日

（注）１.2020年６月23日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式に対
する配当金２百万円が含まれております。

２.2020年10月30日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式に対す
る配当金１百万円が含まれております。

３.2021年６月22日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式に対
する配当金２百万円が含まれております。

Ⅷ．金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調達に
ついては、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては当社グループの売掛債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主
な取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、信用リスクや金利変
動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（業
務上の関係を有する企業）の財務状況等を把握し取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが１年以内の支払期日であります。
　借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてお
りますが、定期的に契約内容を精査し借入金額・期間を決定するなどの方法により管理しております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰
計画を作成するなどの方法により管理しております。

－ 19 －
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（３） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。(注)２をご参
照下さい。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

⑴　現金及び預金 12,439 12,439 －
⑵　受取手形及び売掛金 5,008 5,008 －
⑶　電子記録債権 3,273 3,273 －
⑷　有価証券及び投資有価証券
　　①　満期保有目的の債券 2,300 2,292 △8
　　②　その他有価証券 5,670 5,670 －

資産　計 28,694 28,685 △8
⑴　支払手形及び買掛金 2,902 2,902 －
⑵　電子記録債務 479 479 －
⑶　短期借入金 370 370 －
⑷　未払法人税等 193 193 －
⑸　長期借入金 60 60 －

負債　計 4,006 4,006 －
(注)１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
（１） 現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（２） 受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３） 電子記録債権

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（４） 有価証券及び投資有価証券

　有価証券については、債券は取引金融機関から提示された価格によっており、短期間で決済されるものに
　ついては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　投資有価証券については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から
　提示された価格によっております。

－ 20 －
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①　満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで
　あります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

⑴　国債・地方債等 － － －
⑵　社債 600 600 0
⑶　その他 － － －

小計 600 600 0

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの

⑴　国債・地方債等 － － －
⑵　社債 1,400 1,399 △1
⑶　その他 300 292 △7

小計 1,700 1,692 △8
合計 2,300 2,292 △8

②　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額に
　ついては、次のとおりであります。

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価又は償却原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えるもの

⑴　株式 3,809 1,227 2,582
⑵　債券 － － －
⑶　その他 310 292 17

小計 4,119 1,519 2,599

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えないもの

⑴　株式 51 61 △9
⑵　債券 － － －
⑶　その他 1,500 1,500 －

小計 1,551 1,561 △9
合計 5,670 3,080 2,589

負債
（１） 支払手形及び買掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（２） 電子記録債務

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３） 短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（４） 未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（５） 長期借入金

　固定金利による借入について、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっておりますが、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

－ 21 －
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(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券
　非上場株式 18

合計 18
　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要する
と見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため「資産（４）
有価証券及び投資有価証券②その他有価証券」には含めておりません。

(注)３. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
1年以内

（百万円）
1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 12,438 － － －
受取手形及び売掛金 5,008 － － －
電子記録債権 3,273 － － －
有価証券及び投資有価証券
　満期保有目的の債券 1,100 － 1,200 －
　その他有価証券のうち満期があるもの 1,500 292 － －

合計 23,321 292 1,200 －

(注)４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
1年以内

（百万円）
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

短期借入金 370 － － － － －
長期借入金 － － － 60 － －

合計 370 － － 60 － －

－ 22 －
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Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記
　当社及び子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸用土地や賃貸倉庫を所有しております。これらの賃貸
等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

用途
連結貸借対照表計上額（百万円） 当期末の時価

（百万円）当期首残高 当期増減額 当期末残高
賃貸用土地 144 － 144 1,400

駐車場 5 △0 5 20
賃貸倉庫 33 － 33 59

合計 184 △0 184 1,480
(注)１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金額であります。

　また、賃貸等不動産に関する2021年3月期における損益は、次のとおりであります。

用途
連結損益計算書における金額（百万円）

受取賃貸料 賃貸費用 差額 その他（売却損益等）
賃貸用土地 80 9 71 －

駐車場 0 0 0 －
賃貸倉庫 1 0 0 －

合計 82 9 72 －
（注）受取賃貸料及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、租税公課等）であり、それぞ

れ「営業外収益」及び「営業外費用」に計上されております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１. １株当たり純資産額 2,521円19銭
２. １株当たり当期純利益 50円99銭

（注）１株当たり純資産額の算定上、株式交付信託が保有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己
株式に含めております。また、1株当たり当期純利益の算定上、株式交付信託が保有する当社株式を普通株
式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　なお、1株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式数は、当連結会計年度末において、117,400
株であり、1株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、117,400株であ
ります。

－ 23 －

連結注記表



2021/05/17 16:42:39 / 20702196_前澤化成工業株式会社_招集通知（Ｃ）

計算書類
株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位　百万円)

項目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 3,387 6,363 846 22,210 3,881
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △522
当期純利益 854
自己株式の取得
自己株式の処分 △0
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 331
当 期 末 残 高 3,387 6,363 846 22,210 4,213

項目
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
当 期 首 残 高 △1,045 35,643 1,111 36,755
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △522 △522
当期純利益 854 854
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ） 689 689

当 期 変 動 額 合 計 △0 331 689 1,020
当 期 末 残 高 △1,045 35,975 1,800 37,776

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 24 －
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個別注記表
Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）
（２） 子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
（３） その他有価証券

①　時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し､時価と比較する取得原価は移動平均法により算定）

②　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１） 商品、製品、原材料、仕掛品　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
り下げの方法により算定）

（２） 貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による
簿価切り下げの方法により算定）

３. 固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産　　　　　　　　　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建　　　　物　　　　３～50年
・機械及び装置　　　　８～17年
・工具、器具及び備品　２～20年

（２） 無形固定資産　　　　　　　　　ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

４. 引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（３） 役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当
事業年度に負担すべき額を計上しております。

（４） 固定資産撤去費用引当金　　　　翌事業年度以降に実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、その撤
去費用の見積額を計上しております。

（５） 役員株式給付引当金　　　　　　株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付に充てるため、当事業
年度における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

－ 25 －
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（６） 退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理して
おります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

５. 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、
その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業
年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

６. 消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

Ⅲ．表示方法の変更
　(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度から
適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りに関する注記については、連結計算書類「連結注記表(Ⅳ．会計上の見積りに関する注記)」
に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅴ．追加情報に関する注記
　追加情報に関する注記については、連結計算書類「連結注記表(Ⅴ.追加情報に関する注記)」に同一の内容を
記載しているため、注記を省略しております。

Ⅵ．貸借対照表に関する注記
１. 有形固定資産の減価償却累計額 33,950百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
２. 関係会社に対する金銭債権債務

（１） 短期金銭債権 62百万円
（２） 短期金銭債務 62百万円

－ 26 －
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Ⅶ．損益計算書に関する注記
    関係会社との取引高

（１） 営業取引 542百万円
（２） 営業取引以外の取引 0百万円

Ⅷ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

株式の種類 当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 913,349 100 80 913,369

（注）１.自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り100株によるものであります。
２.自己株式の数の減少は、単元未満株式の処分80株によるものであります。
３.当事業年度末の自己株式数のうち、株式交付信託が保有する株式は117,400株であります。

Ⅸ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 18百万円
賞与引当金 132百万円
役員株式給付引当金 11百万円
退職給付引当金 48百万円
資産除去債務 64百万円
たな卸資産評価損 124百万円
ゴルフ会員権評価損 25百万円
その他 66百万円
繰延税金資産　小計 493百万円
評価性引当額 △46百万円
繰延税金資産　計 446百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △788百万円
その他 △18百万円
繰延税金負債　計 △807百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △360百万円
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Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
科目 期末残高

（百万円）貸付
（百万円）

回収
（百万円）

子会社 株式会社
新潟成型

所　有
直　接
100％

技術提携
役員兼任
資金援助

資金の貸付
（注） － － 関係会社

短期貸付金 500

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記
１. １株当たり純資産額 2,549円23銭
２. １株当たり当期純利益 57円67銭

（注）連結計算書類「連結注記表(Ⅹ.１株当たり情報に関する注記）」に記載のとおり、株式交付信託が保有す
る当社株式を控除する自己株式に含めております。

－ 28 －
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